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豪雪地帯対策基本計画の見直しについて
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国土交通省 国土政策局国土交通省 国土政策局
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今回の主な見直し事項（案）

• 平成２４年豪雪地帯対策特別措置法の改正に対応した見直し

• 平成２２年度、２３年度の大雪における課題、対応を踏まえた見直し

【主な見直し事項（案）】

・平成22、23年度大雪の課題
【法改 】豪雪法第 条

○除排雪の体制の整備
・【法改正】豪雪法第十三条の三
・（衆）災対特委決議
・（参）災対特委附帯決議

○空き家に係る除排雪等の管理の確保
・平成22、23年度大雪の課題
・【法改正】豪雪法第十三条の四
・ （参）災対特委附帯決議

○雪冷熱エネルギーの活用促進 ・【法改正】豪雪法第十三条の七

○冬期道路交通の確保 ・平成22、23年度大雪の課題
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見直し事項（案）の現行豪雪地帯対策基本計画での記述

○除排雪の体制の整備 ○空き家に係る除排雪等の管理の確保

４ 基本計画の内容
Ⅰ 豪雪地帯に関する事項
（３）生活環境施設等の整備に関する事項
キ 雪処理 担 手 確保（参考資料 ）

【現行の豪雪地帯対策基本計画に記述なし】

○除排雪の体制の整備 ○空き家に係る除排雪等の管理の確保

キ 雪処理の担い手の確保（参考資料2 P13）
地域コミュニティーの機能強化などにより、高齢者宅等の

雪処理を含む地域防災力を強化するとともに、広域からの
雪処理の担い手を円滑に受け入れられるような、受け皿機
能の組織、コーディネーターの養成に向けた取組の推進に ４ 基本計画の内容

○雪冷熱エネルギーの活用促進

能の組織、 ディネ タ の養成に向けた取組の推進に
努める。

また、豪雪時の雪処理に広域的かつ効率的に対応する
ために建設業団体等との連携を図る。

なお、地域の関係者の意見や提案を十分踏まえた取組
が必要である

Ⅰ 豪雪地帯に関する事項
（２）農林業等地域産業の振興に関する事項
ア 農業の振興等
（先端技術の利用等） （参考資料2 P7）
（ウ） （略）雪や氷の冷熱エネルギーを利用した農産物のが必要である。 （ウ） （略）雪や氷の冷熱エネルギ を利用した農産物の

低温貯蔵等の農業技術の開発・普及を図る。
～中略～
（３）生活環境施設等の整備に関する事項
オ 居住環境の向上
（雪氷冷熱 ネルギ 等の利用） （参考資料2 2）

○冬期道路交通の確保

４ 基本計画の内容
Ⅰ 豪雪地帯に関する事項
（１）交通、通信等の確保に関する事項
ア 道路交通の確保
（除雪体制の整備等） （参考資料2 P3）

（雪氷冷熱エネルギー等の利用） （参考資料2 P12）
（オ） 雪氷冷熱エネルギーを利用した冷房システムや、

木質資源を熱源とする暖房等、雪国が持つ豊富なエ
ネルギーを利用する技術の開発・普及を進める。

～中略～（除雪体制の整備等） （参考資料2 P3）
（ウ） これらの路線においては、各道路管理者間で整合

性のとれた除雪体制（除雪機械、人員及び施設）の整
備・強化を図り、除雪事業の効率的な実施に努める。
また、除雪作業の一層の効率化等のため、道路管理
者等関係機関相互の情報共有の強化を図ることとし

（５）雪に関する調査研究の総合的な推進及び気象業務の整
備・強化に関する事項

（調査研究内容の充実） （参考資料2 P15）
（イ） （略）近年の豪雪地帯を取り巻く情勢の変化に対応

し 雪や氷の冷熱エネルギーの活用技術 酸性雪の
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者等関係機関相互の情報共有の強化を図ることとし、
豪雪時においては、道路管理者等の関係機関による
情報連絡本部を国道事務所等に設置し、道路交通の
確保に努める。

し、雪や氷の冷熱エネルギ の活用技術、酸性雪の
環境への影響、省エネルギー型の消融雪技術等につ
いても、調査研究を積極的に推進する。



資料構成

１．除排雪の体制の整備１．除排雪の体制の整備
１－１．共助による地域除雪の考え方
１－２．共助による地域除雪の実施状況
１－３．取り組み事例 （１）地域コミュニティの共助による雪処理活動

（２）域内外のボランティア等、雪処理の担い手による協力
（３）広域連携による雪処理の担い手確保及び情報交換等（３）広域連携による雪処理の担い手確保及び情報交換等
（参考）新潟県における雪処理担い手確保スキーム

１－４．国の取組状況 （１）共助による地域除雪の手引き
（２）共助・公助による地域除雪の取組事例の紹介
（３）雪害対策の普及啓発に活用可能なチラシデータ
（４）地域維持型契約方式の活用
（５）克雪体制推進調査等

２．空き家に係る除排雪等の管理の確保
２ １ 市町村による空き家等の除雪等の考え方２－１．市町村による空き家等の除雪等の考え方
２－２．空き家等適正管理条例（１）条例等の制定状況

（２）条例等の内容
（３）実効性を担保する手段

２－３．空き家等適正管理条例に基づく空き家等の除却事例
組状 空き家 生等推進事業２－４．国の取組状況 空き家再生等推進事業

３．雪冷熱エネルギーの活用促進
３－１．雪冷熱利用の必要性・効果
３－２ 雪冷熱利用施設の整備状況３－２．雪冷熱利用施設の整備状況
３－３．国の取組状況 （１）官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

（２）再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金
（３）再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金による導入事例
（４）青森市浪岡駅周辺地区における雪冷熱利用施設の整備事例

冬期道路交通 確保
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４．冬期道路交通の確保
４－１．降雪時における直轄国道の管理の考え方
４－２．国の取組状況 関係機関との連携強化



１ 除排雪の体制の整備
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１－１．共助による地域除雪の考え方

• 豪雪地帯は全国に比べて高齢化が進んでおり、とりわけ特別豪雪地帯においてその傾向が顕著にあることから、
自ら除雪作業を行うことが困難な世帯が多い状況にある そのため 自治会等地域 ミ テ や近隣住民に頼り自ら除雪作業を行うことが困難な世帯が多い状況にある。そのため、自治会等地域コミュニティや近隣住民に頼り、
助け合って雪処理を行う必要が生じている。

これまでは、 これからは、
地域コミュニティで協力して除雪各世帯それぞれで除雪

【共助による地域除雪の概要】

例1 各世帯でタイミングを合わせ、自宅の雪を一斉に除雪■「共助による地域除雪」とは

安全かつ効率的に雪処理を行うために、地域コミュニティ（自

治会 町内会 集落等）において 手順やル ルなどを定め １人で除雪中に
事故多発！

例2 高齢者世帯や生活道路等を
住民が協力して多数で除雪

治会、町内会、集落等）において、手順やルールなどを定め

た上で、住民（地域外の担い手含む）が協力しながら、時間を

合わせて一緒に、

○家屋及び家屋周辺

○歩道や生活道路などの公共空間

○公民館等の地域の共有施設

などの除雪作業を行う取組。
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１－２．共助による地域除雪の実施状況

• 豪雪地帯の市町村において共助による地域除雪を実施している地区があるのは263市町村（49.3%）、特別豪雪
地帯では122市町村（60 7％）である地帯では122市町村（60.7％）である。

• 除雪作業の内容は「除雪路線から玄関までの除雪」が64団体と最も多く、次いで「生活道路・歩道・通学路の除
雪」となる。また、屋根の雪下ろしを実施している団体も21団体ある。

【豪雪地帯における共助による地域除雪の実施状況】 【除雪作業の内容】

0% 20% 40% 60% 80%

33.3%

57.7%

敷地内の雪の排出(N=37)

除雪路線から玄関前までの除雪(N=64)
49.3%

(N=263)
50.7%

(N=270)
豪雪地帯

（特別豪雪地帯を含む）

(N=533)

47.7%

17.1%

生活道路・歩道・通学路の除雪(N=53)

流雪溝・水路等への投雪(N=19)

60.7%
(N=122)

( )

39.3%
(N=79)

( )

特別豪雪地帯

(N=201)

18.9%

11.7%

屋根の雪下ろし(N=21)

その他(N=13)
N=111

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援世帯を支援する体制が整備 整備されていない

N=111

7
（備考） 1 国土交通省「豪雪地帯基礎調査（H23年度） 」による。

2 国土交通省「『雪処理の担い手の安全対策』に係るアンケート調査（H23年度）」による。



１－３．取り組み事例 （１）地域コミュニティの共助による雪処理活動

◆行政区を主体とした地域除雪の推進 山形県朝日町
• 山形県朝日町では地区住民が要支援世帯の除雪を行う区（行政区）に対して交付金を支払う「雪対策事業」を実施している。

• また、業者に除雪を依頼した際に補助金を支払う「除雪費支給事業」も選択的に利用可能となっている。

【取組の経緯】

【制度変更の概略（出典：朝日町資料）】

【取組の経緯】

• 以前は民生委員や本人が除雪業者の手配を行っ
ていたが、集落の高齢化や民生委員の任期の短
期化などによりそれらの対応が困難になってきた
ため、より身近な「区」による取組の必要性から新ため、より身近な 区」による取組の必要性から新
制度を模索。

【主な取組と成果】

• 区の裁量で柔軟な支援を可能にするため、平成19
年度に地域提案型交付金「雪対策事業」と 「除雪年度に地域提案型交付金「雪対策事業」と、「除雪
費支給事業」を実証事業として開始。

「雪対策事業」（朝日町地域提案型交付金）

地区民が主体となって高齢者や障害者宅、危険性のある空家等を
対象として除雪を行う区に交付金を支給する制度。

①雪下ろし支援（１戸あたり25,000円（辺地は37,000円））
②雪はき支援（１戸あたり15,000円（辺地は22,000円））
③町道の除雪（労務賃金1,400円/ｈ、燃料費）

「除雪費支給事業 （朝日町雪害対策事業）

年度 事業 利用した区数 支援内容 利用世帯

【実績（数値は３年度の合計値）（出典：朝日町資料）】

「除雪費支給事業」（朝日町雪害対策事業）

雪対策事業による除雪が困難な場合に、雪下ろし、雪はきを業者
に委託する際に費用の8割（雪下ろしは1回1戸につき上限17,000円、
雪はきは1回1戸につき上限1,000円）を町が負担する制度。
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平成20
年度～
平成22
年度

雪対策事業 59区
雪下ろし支援 69世帯

雪はき支援 100世帯

除雪費支給
事業

60区
雪下ろし支援 95世帯

雪はき支援 57世帯

【今後の課題】

• 区の責任や負担が増大したほか、区の事情により事業に取り組めない区もあるため、引き続き本事
業の評価・検証・改善に取り組みつつ、区長をはじめ地域住民との話し合いを進める必要がある。



１－３．取り組み事例 （２）域内外のボランティア等、雪処理の担い手による協力

◆雪処理の担い手育成システムの確立と普及 全国の降雪地域
• NPO法人中越防災フロンティアでは、交流を通じて都市部の若者が雪かきの知識と技術を学ぶ「越後雪かき

道場」を平成19年１月から運営している。

【取組の経緯】

平成 年度国土施策創発調査を活用した「豪雪地帯における安心

【雪かき道場の仕組み（参照：中越防災フロンティア）】

• 平成18年度国土施策創発調査を活用した「豪雪地帯における安心

安全な地域づくりに関する調査」において、「除雪安全マニュアル
（仮）」と「除雪ボランティア講習」の構想が提案された。

• 構想をもとに、「新潟における安心安全な地域づくり検討部会」での
協議等を踏まえて、除雪作業等のマニュアル化と「雪かき道場」の企
が進 れ 成 年 第 越後 き道 を 催

 NPO 中越防災フロンティア 

・雪かき道場の企画、運営または

コーディネート 

・現地師範の育成、指導 

開催地 

・受入体制の整備（師範、ス

タッフ、宿泊、食事 等） 

関係団体等

道場開催のオファー 

協力

道場開催の広報

参加募集、応募 

道場開催の打診、コーディネート

連携 参加、交流 

画が進められ、平成19年1月に第1回越後雪かき道場を開催した。

【主な取組と成果】

•「越後雪かき道場」は雪に不慣れな若者等が豪雪地において地元の
ベテランから雪かきの知識と技術を学ぶ実践的な取組。

関係団体等 

・都道府県、市町村、社会福祉協

議会、ボランティア 等 

参加者 

・都市部の大学生 等 

道場開催の広報

【雪かき道場越後流指南書・プログラム例（出典：中越防災フロンティア）】

ラ 雪 識 技術を学 実践 取組。

•除雪方法・注意点等を「雪かき道越後流指南書」として発行している。

•同ＮＰＯは参加者と地元の橋渡しを行いながら道場の開催をコーディ
ネートし、実施にあたっては師範代として教育にあたる。

•プログラムは1泊2日で行われ、初日に安全講習、実技演習、交流会
を行い 2日目に実践的な除雪講習を実施するを行い、2日目に実践的な除雪講習を実施する。

•道場では参加者の技能や経験に応じて３つのコースが設けられてお
り、初級は地上の雪かき作業、中級は屋根の雪下ろし作業、上級は
重機を使った除雪作業を行う。

•品質を保証するため「越後雪かき道場」を商標登録している。 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

＜資金＞

•道場の参加費はテキスト代と保険加入料金を合わせて1000円。宿泊
が伴う場合はそこに宿泊料金を加えた額となる。

•スタッフの交通費や指導者等への謝金、その他経費については、毎
年官・民の補助事業などを活用して実施している

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

開催数 延べ5回
初級4回
中級1回

延べ10回
初級7回
中級1回
上級1回
キッズ1回

延べ6回
初級4回
中級1回
上級1回

延べ5回
初級4回
中級1回

延べ7回
初級5回
中級2回

修了者 108名 197名 115名 103名 109名
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年官 民の補助事業などを活用して実施している。

【今後の課題】

・活動の継続のためには一定の資金が必要だが、毎年補助金を確保できる保証はなく安定的な資金確保が課題。

修了者 108名 197名 115名 103名 109名



１－３．取り組み事例 （３）広域連携による雪処理の担い手確保及び情報交換等

◆共助による地域除雪の実践と雪対策シンポジウムの開催 山形県尾花沢市
• 尾花沢市では平成15年度より克雪、利雪、親雪をテーマとした雪に関するシンポジウムが毎年開催されている。

• 平成20年度より「宮沢地区安全な雪下ろし実行委員会」が組織され、地域住民等の共助によって高齢者宅等の
地域一斉除雪が毎年実施されている。

• 平成20年度より地元中学生による高齢者宅等の除雪ボランティアを毎年実施している• 平成20年度より地元中学生による高齢者宅等の除雪ボランティアを毎年実施している。

• 平成22年度より仙台市の町内会と災害時相互協力協定を締結し、冬期に除雪支援を含めた交流活動を実施。

【取組の経緯】

• 平成15年11月にNEDOの補助事業を市が実施したことをきっかけに 市や地元団体 企• 平成15年11月にNEDOの補助事業を市が実施したことをきっかけに、市や地元団体、企

業等で構成される尾花沢市民雪研究会を設立。以降、雪対策に関するシンポジウムを
毎年1～2回開催。

• 平成19年度に県が雪下ろしに関するDVDを作成するにあたり、雪研究会に協力依頼し
たことをきっかけに宮沢地区雪ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを設立。

【H23 雪対策シンポジウムin尾花沢中学
校・宮沢中学校】

• 平成20年度に国土交通省の補助事業の導入をきっかけに地域の各種団体で構成され

る宮沢地区安全な雪下ろし実行委員会（右図参照）を設立。共助による地域除雪に取り
組み始める。

【主な取組と成果】

校 宮沢中学校】

主 体 主な役割

【主な取組と成果】

• 平成20年度より地区住民が共同で高齢者宅等の除雪作業を実施。
延べ5集落15軒の除雪支援を行っており、作業終了後は意見交換会
を開催するなど、活動の改善と継続性の向上に努めている。

• 平成20年度より 社協や建設業協会の指導の下 地元中学生によ

宮沢地区安全な雪下ろし実行委員会 実験の実施主体

宮沢地区区長会 まとめ役、各地域組織への協力要請、住民への周知

宮沢地区雪プロジェクト 安全管理係（当日作業の安全確保、声かけ、見守り）

宮沢翁塾 事務スタッフ

宮沢地区公民館 庶務、救護、会議場所の提供、安全帯等装備の管理

尾花沢市民雪研究会 本実験の企画、連絡調整窓口

市野々地区 岩谷沢地区 当日の地域除雪活動（口調が現場責任者兼安全管理係）

【今後 】

出典：平成21年度 共助による地域除雪の手引き（国土交通省）

• 平成20年度より、社協や建設業協会の指導の下、地元中学生によ
る高齢者宅等の除雪支援を実施。

• 災害時の相互協力の協定を結んでいる仙台市福住町町内会との除
雪交流を平成22年度より実施。

市野々地区、岩谷沢地区 当日の地域除雪活動（口調が現場責任者兼安全管理係）

消防団 当日の交通誘導

尾花沢市（総務課・企画課・建設課） 会議への出席、記録（オブザーバー）

山形県（村上総合支庁北村上総務課） 会議への出席、資料印刷（オブザーバー）
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【今後の課題】

• 現在は市内の一定の地区で収まっている地域除雪の取組を、市内全域に広げていく必要がある。
• 一連の取組は、地域のリーダーが取りまとめているが、将来的にそれらの役割を担う後継者の育成も必要。
• 毎年関連する補助事業を活用しているが、今後恒常的な取り組みとするためにも補助制度の固定化が必要。



（参考）新潟県における雪処理担い手確保スキーム
【趣旨】・H22年度冬期の連続的な降雪により屋根雪下ろしなど雪処理の担い手が不足する事態が発生。

・県では積雪期の必要な雪処理担い手を遅延なく確保するため、「雪処理担い手確保スキーム（基本的な仕組み）」を改めて整理の上、Ｈ２３
年度冬期より運用開始年度冬期より運用開始。
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１－４．国の取組状況 （１）共助による地域除雪の手引き～安全・効率的な雪処理方策マニュアル～

・平成18年豪雪 雪害による死者152人（戦後第２位）

背 景 マニュアルの構成

平成18年豪雪 雪害による死者152人（戦後第２位）
4分の3が除雪作業中の事故

・豪雪地帯対策基本計画（H18.11変更） 地域コミュニティの機
能強化により高齢者宅等の雪処理を含む地域防災力を強化

・自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すための総合プラン（H20.4）
地域の助け合いで除雪できる体制の整備 はじめに

共助による地域除雪（地域一斉除雪など）の実証実験や先進的
な取組等をもとに、背景、意義、実施手順、ポイント、事例などを
提示。

地域の助け合いで除雪できる体制の整備

・雪害による犠牲者ゼロのための地域の防災力向上を目指す
検討会提言(H21.3) 雪処理に係る事故の効率的な対策とし
て共助による体制づくりを重視

はじめに
本書について
１．背景と趣旨

○平成18年豪雪・平成19年度冬期の犠牲者状況
○豪雪地帯対策基本計画
○雪害による犠牲者ゼロのための地域の防災力向上を目指す

目 的

行政担当者や地域のリーダー等を対象に作成
・共助による安全で効率的な雪処理方策の普及
・共助による地域除雪の取組の推進
・雪国における地域防災力の向上

○雪害による犠牲者ゼロのための地域の防災力向上を目指す
検討会の提言 等

２．共助による地域除雪のすすめ
○雪処理における自助・共助・公助
○共助による地域除雪とは

目 的

・雪国における地域防災力の向上 ○共助による地域除雪とは
○共助による地域除雪のねらい
○期待される効果

３．はじめよう、共助による地域除雪
（１）全体の流れ 自宅の一斉除雪作業

・除雪中の事故防止、被害軽減
・連帯感の向上、地域防災力の強化

期待される効果

（２）手順とポイント
○実施を決定するまで
○活動当日までの準備
○当日の作業
○活動後のまとめ

自宅の 斉除雪作業連帯感 、 域防災 強
・雪処理の担い手の確保
・効率的な雪処理、道路交通の安全性向上 等

平成20年度 共助による地域除雪の先進事例調査

マニュアル策定の経過

４．事例から学ぶＱ＆Ａ

５．共助による地域除雪の事例紹介（全国１３事例）

平成20年度：共助による地域除雪の先進事例調査
道府県・市町村への意見照会→マニュアル作成

平成21年度：共助による地域除雪の試行実験（２箇所）
手順、内容、ポイントの検証→マニュアル改訂

平成 年度 共助除雪 取組事例増加等をふまえ

12共助による地域除雪活動の普及 → 安全安心な雪国へ（除雪作業中の事故の削減）

平成24年度:共助除雪の取組事例増加等をふまえ、
マニュアル改訂予定



１－４．国の取組状況 （２）共助・公助による地域除雪の取組事例の紹介

• H２２、２３年大雪への対応の中から共助・公助による地域除雪の先進的な活動を行っている２６事例を紹介する
事例集を作成事例集を作成。

• 豪雪地帯の地方公共団体に送付するとともに、国土交通省、内閣府のホームページに公開。

【事例集の概要】 【事例集サンプル】

名称名称

表紙

■名称
共助・公助による地域除雪の取組事例

■内容

地域組織、公的機関、民間団体による地域除
雪等の先進的な活動事例を紹介（取組の経緯、

■名称
共助・公助による地域除雪の取組事例

■内容

地域組織、公的機関、民間団体による地域除
雪等の先進的な活動事例を紹介（取組の経緯、

事例検索リスト

・事例集は事例検索用のリス
トと、各事例の紹介シートか
ら構成されている。

【取組主体の分類】

雪等の先進的な活動事例を紹介（取組の経緯、
取組内容・成果、課題等）
■掲載事例数
２６事例（各事例を1シートで紹介）

雪等の先進的な活動事例を紹介（取組の経緯、
取組内容・成果、課題等）
■掲載事例数
２６事例（各事例を1シートで紹介）

個別事例紹介【取組主体の分類】

①地域の組織（自治会、集落、営農組織、学校、
ＰＴＡ等）
②公的機関（自治体職員、社会福祉協議会）
③民間団体（ＮＰＯ法人）

個別事例紹介
シート

【取組の分類】

・要援護者への除雪支援
・公共施設等の一斉除雪
・学校による除雪ボランティアのコ ディネ ト・学校による除雪ボランティアのコーディネート
・広域的な除雪ボランティアのコーディネート
・除雪ボランティアの受入れ
・雪処理の担い手育成
・官民協働の連絡体制の構築

ポジ
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・シンポジウム ・地域間連携 ・広域連携
・除雪専業人材の確保 ・情報システムの活用
・冬期移住



１－４．国の取組状況 （３）雪害対策の普及啓発に活用可能なチラシデータ

• Ｈ22年度の大雪による死傷事故の分析等をふまえ、国土交通省、内閣府が作成。

• 市町村等が自由に活用できるように 国土交通省 内閣府のホ ムペ ジ上にＰＰＴファイルとして公開• 市町村等が自由に活用できるように、国土交通省、内閣府のホームページ上にＰＰＴファイルとして公開。
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１－４．国の取組状況 （４）地域維持型契約方式の活用

• 除雪等の地域維持事業の担い手である建設企業の持続的な体制確保のため、入札契約制度に地域維持型契約
方式を導入

地域維持型契約方式の活用 （入札契約適正化指針（H23.8.9閣議決定））

地域維持事業の担い手の確保が困難となるおそれがある場合 ⇒ 包括して発注する方式を活用
（社会資本の維持管理や除雪、災害応急対策など）

方式を導入。

○年間を通じた工事量の平準化
（除雪 ＋ 除草、維持補修等）

（従来の担い手）
地域の
○単体企業
○経常建設共同企業体 等

○異なる事業の組み合わせ
契約

（複数年）

（社会資本の維持管理や除雪、災害応急対策など）

○経常建設共同企業体 等

（制度の新設）
○地域維持型建設共同企業体

（道路管理 ＋ 河川管理）

○異なる工区の組み合わせ
（A工区 ＋ B工区）

（複数年）

① 性格 地域の維持管理に不可欠な事業につき、地域の建設企業が継続的な協業関係を確保することにより
その実施体制を安定確保するために結成される共同企業体

地域維持型建設共同企業体 （共同企業体運用準則（H23.11.11）、地域維持型建設共同企業体の取扱いについて（H23.12.9））

その実施体制を安定確保するために結成される共同企業体

② 工事の種類・規模 社会資本の維持管理のために必要な工事のうち、修繕、パトロール、災害応急対応、除雪
など地域事情に精通した建設企業が当該地域において持続的に実施する必要がある工事
（維持管理に該当しない新設・改築等の工事を含まない）（維持管理に該当しない新設 改築等の 事を含まない）

③ 構成員（数、組合せ、資格）
・ 地域や対象となり得る工事の実情に応じ円滑な共同施工が確保できる数 (当面は１０社を上限）
・ 総合的な企画・調整・管理を行う者（土木工事業又は建築工事業の許可を有する者）を少なくとも１社含む
地域の地形 地質等に精通し 迅速かつ確実に現場に到達できる
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・ 地域の地形・地質等に精通し、迅速かつ確実に現場に到達できる

④ 技術者要件 通常のＪＶよりも技術者要件（専任制）を緩和

⑤ 登録 単体との同時登録及び経常・特定ＪＶとの同時結成・登録が可能



１－４．国の取組状況 （５）克雪体制推進調査等

・豪雪地帯対策を総合的・計画的に推進し、地域の発展と住民生活向上を図るため豪雪地帯の現状と課題を把握
・各地域に適した克雪住宅整備と克雪体制を組み合わせた効果的な雪処理方策について検討等を行い 取組を全国へ普及・展開各地域に適した克雪住宅整備と克雪体制を組み合わせた効果的な雪処理方策について検討等を行い、取組を全国へ普及 展開

調査内容

基礎調査の実施

調査内容
＜毎年度調査＞
・雪に関する観測結果、雪害の状況、道路の防除雪の状況、親雪・利雪の状況、克雪体制の整備状況等を調査
＜特定調査（近年における降雪状況・地域特性分析調査）＞
・従来とは異なる近年の雪の降り方が、少子高齢化が進行する雪国の生活や社会に及ぼす影響度合いを把握するために、降雪量と大雪が地域社会に

与える経済的損失や生活に与える影響との関係を定量的に分析し、国が実施する対策について検討を行うための基礎資料をとりまとめる。

克雪体制推進調査の実施
【融雪式住宅のイメージ】

セ サ （降雪や積雪を検知）

克雪体制整備に関わる多様な主体による先導的な取組の推進、及びそれと一体となった克雪住宅整備方
策 普及を 図るため 国は 実効性 継続性等 観点から総合的 検証 効果的 効率的な克雪体制 手 センサー（降雪や積雪を検知）

電線ケーブル

策の普及を 図るため、国は、実効性、継続性等の観点から総合的に検証、効果的・効率的な克雪体制の手
法を確立し、全国に紹介し普及・展開を図ることが必要。さらに、地域の実情に応じたきめ細やかな市町村雪
対策計画の策定を促進し、克雪体制推進と克雪住宅 整備について計画的・効果的に進めることが必要。

（１）克雪住宅整備方策検討調査
○豪雪地帯の克雪住宅等の整備普及状況について 自治体やメーカーに対して実態調査（施設内容 整備

【冬期の住まい方の取組例】

○豪雪地帯の克雪住宅等の整備普及状況について、自治体やメ カ に対して実態調査（施設内容、整備
費、維持管理費、効果、支援制度等）を実施し、各地域に適した克雪住宅整備と克雪体制を組み合わせた
効果的な雪処理方策について検討

（２）克雪体制推進調査（冬期の住まい方方策等調査）
○冬期の住まい方方策等による克雪体制推進について、実効性のある地域に即した取組について実証的に
調査を実施。
H23～H24の２カ年で調査検討実施（現地の実証調査によって得られたデータを収集し、それをもとに効果検
証、手法確立等を実施）

（３）市町村雪対策計画策定指針改定のための調査
○（１） （２）の成果を基に地域防災力や屋根融雪等克雪住宅整備に関する内容の充実等を図るための
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冬期居住施設
（元教員住宅） 保健師訪問による健康診断

○（１）、（２）の成果を基に地域防災力や屋根融雪等克雪住宅整備に関する内容の充実等を図るための
調査を実施



２ 空き家に係る除排雪等の管理の確保
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２－１．市町村による空き家等の除雪等の考え方

【基本的な考え方】
・民間所有の空き家等は市町村の管理権限の及ばない財産。基本的には所有者自らの責任において管理すべき民間所有の空き家等は市町村の管理権限の及ばない財産。基本的には所有者自らの責任において管理す き

・しかし、「所有者・相続人等不明」、「所有者に積極的な管理意志無し」等、適正な管理が行われない空き家等が存在。生活環境悪化や安全な生活への支障
が生じるケースが発生

・市町村としては、平時から所有者を特定し、所有者の責任において除雪等を実施させる取組を行うことが必要。そのような取組にもかかわらず、空き家等に
関する対応が必要となる場合には、以下の対策が実施可能

○空き家等適正管理条例
（条件）

・市町村が、空き家等の適正な管理を図るた

○空き家等適正管理条例
（条件）

・市町村が、空き家等の適正な管理を図るための条例を制

除雪について 空き家等の除却等について 空き家等が既に倒壊した場合について

○災害対策基本法第64条第1項（応
急公用負担等）

（条件） 市町村が、空き家等の適正な管理を図るた
めの条例を制定した場合

（対応内容）

・空き家等の除却等の措置命令や行政代執
行による除却の取組

○社会資本整備総合交付金（空き家

市町村が、空き家等の適正な管理を図るための条例を制
定した場合

（対応内容）

・倒壊した建物の措置命令や行政代執行による倒壊物件の
除却の取組

○災害等廃棄物処理事業費国庫補助金

（条件）

・災害が発生し又は、まさに発生しようとして
いる場合はであり、かつ、応急措置を実施
するため緊急の必要があると市町村長が
認めた場合

（対応内容）
○社会資本整備総合交付金（空き家

再生等推進事業）
（条件）
・産炭等地域、過疎地域
ただし、平成25年までは以下のとおり。

・除却事業：産炭等地域 過疎地域 過去

○災害等廃棄物処理事業費国庫補助金
（条件）

・豪雪による家屋の倒壊により廃棄物となったものの除却に
ついては、災害に起因するものであり、市町村による処理
が特に必要であると認められる場合

（対応内容）

・市町村長の判断で雪下ろしのために当該
空き家等に立ち入ることが可能

○災害救助法
（条件）

・空き家等の管理者が不明であったり 管理 ・除却事業：産炭等地域、過疎地域、過去
5年間（Ｈ17国勢調査）において
人口の減少が認められる市町村

・活用事業：全国の区域
（対応内容）
市町村が行う以下の取組に対する国の補助

不良住宅又は空き家住宅 除却

（対応内容）

・豪雪による家屋の倒壊による廃棄物となったものの除去に
ついて、国の補助が活用可能

○災害救助法
（条件）
・都道府県知事が当該市町村に災害救助法を適用した場合

空き家等が既 倒壊 た場合 も 部残存 た部分が

・空き家等の管理者が不明であったり、管理
者自らの資力では除雪を行えない等により、
倒壊して隣接する住家に被害が生じるおそ
れがある場合

・都道府県知事が当該市町村に災害救助法
を適用した場合

（対応内容） ・不良住宅又は空き家住宅の除却
・空き家住宅又は空き建築物の活用

・空き家等が既に倒壊した場合でも、一部残存した部分が
近隣の住民の生命又は身体に危険をおよぼすおそれが
あると認められ、市町村が自ら必要な措置を行った場合

（対応内容）

・災害救助法に基づく障害物の除去として、国庫補助の対
象として除雪が可能

（対応内容）

・災害救助法に基づく障害物の除去として除
雪が可能

・後日、空き家等の所有者が判明した場合は、
所有者に除雪に要した経費を請求すること
が原則
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象 し 除雪 可能

・後日、空き家等の所有者が判明した場合は、所有者に除
雪に要した経費を請求することが原則

原則

※H24.3「大雪に対する防災力の向上方策検討会報告書－豪雪地域の防災力向上に向けて－ 」から、関係部分を要約



２－２．空き家等適正管理条例 （１）条例等の制定状況

• 空き家等管理に係る条例等は、ここ１～２年の間に多数制定されている。条例の主な目的としては

「防災・防犯」、「まちづくり」、「景観」の３つに大別される。

目的 防災・防犯 まちづくり 景観

豪雪地帯豪雪地帯 ○滝川市空き家等の適正管理
に関する条例【Ｈ24.4.1】

○横手市空き家等の適正管理
に関する条例【Ｈ24.1.1】

等 適 管

○松江市空き家を生かした魅
力あるまちづくり及びまちな
か居住促進に関する条例
【Ｈ23.10.1】

○ニセコ町廃屋撤去促進事業
補助要綱【Ｈ14.8.1】

○白馬村廃屋対策事業補助金
交付要綱【 】○大仙市空き家等の適正管理

に関する条例【Ｈ24.1.1】
○美郷町空き家等の適正管理

に関する条例【Ｈ24.1.1】

交付要綱【Ｈ19.4.1】

非豪雪地帯 ○所沢市空き家等の適正管理
に関する条例【Ｈ22.10.1】

○ふじみ野市空き家等適正管
理に関する条例【Ｈ23.4.1】

○建築物等の外観の維持保全
及び景観支障状態の制限に
関する条例【Ｈ24.1.1】（和歌
山県）理に関する条例【 】

○松戸市空き家等の適正管理
に関する条例【Ｈ24.4.1】

○足立区老朽家屋等の適正管
理に関する条例【Ｈ23.11.1】

山県）
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理 関する条例【 】

【】条例施行年月日

（備考） 国土交通省、内閣府「地域防災力向上方策に関する調査」による。



２－２．空き家等適正管理条例 （２）条例等の内容

• 防災・防犯目的の条例のうち、「代執行」を盛り込んでいる自治体は滝川市、大仙市、美郷町である。

• 「助成（※）」を盛り込んでいる自治体は大仙市と足立区である。 ※助言・指導・勧告に従って措置を講ずるものに補助金を交付

滝川市 横手市 大仙市 美郷町 所沢市 ふじみ野市 松戸市 足立区

目的 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定義 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

民事による解決との関係 － － ○ － － － － －

所有者等の責務/空き家等の適正管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

空き家等の情報提供 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

実態調査（立入は行わず、外観等調査） － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

立ち入り調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

助言 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

指導 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

勧告 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

助成 － － ○ － － － － ○

公表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

命令 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

行政代執行 ○ － ○ ○ － － － －

関係行政機関等との連携/協力依頼 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

委任 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

緊急安全阻措置 足立区老朽家屋等審議会
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緊急安全阻措置、足立区老朽家屋等審議会、
審議会の組織、会長の選任及び権限、審議
会の運営、守秘義務

－ － － － － － － ○



２－２．空き家等適正管理条例 （３）実効性を担保する手段

• 空き家等管理の実効性を持たせるため、「氏名公表」の他、「補助金の交付」、「行政代執行」の規定を設けてい
る地方公共団体もあるる地方公共団体もある。

氏名公表 補助金 行政代執行

（公表） （ 補助金の交付） （行政代執行）（公表）
第8条 市長は、前条の規定による命

令を行ったにもかかわらず、当該
所有者等が正当な理由なく命令に
従わないときは 次に掲げる事項

（ 補助金の交付）
第6 条 市は、条例第10条の規定に基

づき、大仙市補助金等の適正に関す
る条例（平成17年大仙市規則第62
号）及びこの規則に定めるところによ

（行政代執行）
第9条 市長は、第6条の規定によ

る命令を受けた者がこれを履行
しない場合において、他の手段
によ てその履行を確保するこ従わないときは、次に掲げる事項

を公表することができる。
（1）命令に従わない者の住所及び氏

名（法人にあっては、主たる事務
所の所在地並びに名称及び代表

号）及びこの規則に定めるところによ
り、条例第8条の助言若しくは指導又
は条例第9条の勧告 に従って措置を
講ずるものに補助金を交付する。た
だし 次に掲げる場合はこの限りでは

によってその履行を確保するこ
とが困難であり、かつ、その不履
行を放置することが著しく公益に
反すると認められるときは、行政
代執行法（昭和23年法律第43所の所在地並びに名称及び代表

者の氏名）
（2）命令の対象である空き家等の所
在地
（3）命令の内容

だし、次に掲げる場合はこの限りでは
ない。

（省略：所得制限の記載）
前項の補助金の額は、50万円を限

度として 次に掲げる措置に要する

代執行法（昭和23年法律第43
号）に定めるところにより、自ら
必要な措置を行い、又は第三者
にこれを行わせ、その費用を当
該命令を受けた者から徴収する（3）命令の内容

（4）その他市長が必要と認める事項

2 市長は、前項の規定により公表す
るときは 当該公表に係る所有者

度として、次に掲げる措置に要する
費用の2分の1に相当する額とする。
（1）建物等除去
（2）廃材等運搬及び処理
（3）前各号に掲げるもののほか 市

該命令を受けた者から徴収する
ことができる。

るときは、当該公表に係る所有者
等に意見を述べる機会を与えなけ
ればならない。

出典：所沢市空き家等の適正管理に関する条例

（3）前各号に掲げるもののほか、市
長が助言し、指導し、若しくは勧
告し、又は特に必要と認めた措置

（後略）
出典：大仙市空き家等の適正管理に関する条例施行規則 出典：滝川市空き家等の適正管理に関する条例出典 所沢市空 家等 適 管 関する条例 出典：大仙市空き家等の適正管理に関する条例施行規則

●上記以外の導入市町村例
滝川市、横手市、大仙市、美郷町、ふじみ野市、松
戸市

●上記以外の導入市町村例
足立区

●上記以外の導入市町村例
大仙市、美郷町
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２－３．空き家等適正管理条例に基づく空き家等の除却事例

• 大仙市では、H23年3月に、空き家等の適正管理に関する条例に基づき、行政代執行による空き家等の除却が実
施された

【空き家等の解体の概要】
秋田県大仙市では、Ｈ24年1月1日から施行

【行政代執行の手続きの流れ】
H24.2.22 行政代執行戒告（1週間）

施された。

秋田県大仙市では、Ｈ24年1月1日から施行

された「大仙市空き家等の適正管理に関する
条例」に基づき、Ｈ24年3月5日から30日まで
の間で、行政代執行により、空き家5棟の解体
を進めている

H24.3.1    行政代執行令書（本人手渡し）
H24.3.5～3.30 行政代執行実施
Ｈ24.3.30 解体撤去費用確定
Ｈ24 4以降 所有者への費用請求を進めている。

3月12日現在、5棟のうち4棟までの解体が終
了しており、残り1棟は3月13日から15日にか

けて解体し、その後は廃材の撤去等を進める

Ｈ24.4以降 所有者への費用請求

代執行宣言

けて解体し、その後は廃材の撤去等を進める
予定である。
解体撤去費用の概算額178万5千円は、4月

以降に所有者に請求する。

【空き家等の概要】

○空き家等の種類：元事務所、物置、車庫等
の５棟

解体工事着手

解体終了

の５棟
○所有者：1名
○場所：小学校に隣接した場所
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大仙市総務部総合防災課ヒアリング結果より作成
解体工事中



２－４．国の取組状況 空き家再生等推進事業

●活用事業タイプ

空き家住宅・空き建築物を改修・活用して、地域の活性化や地域コミュニティの
維持・再生を図る

1. 「活用事業タイプ」は全

空き家再生等推進事業の特徴

活用事業タイ 」 全
国、「除却事業タイプ」
は人口減少市町村におい
て実施可能（平成25年度
までの措置）措置）

2. 社会資本整備総合交付金
の基幹事業

3. １戸・１棟から事業可能
【奈良県五條市】 【広島県庄原市】

不良住宅・空き家住宅を除却して、防災性や防犯性を向上させる

4. 国費負担割合が1/2

5. 地方公共団体が補助する
場合は民間事業も補助対
象

【奈良県五條市】
町家を滞在体験型観光施設として活用

【広島県庄原市】
三軒続きの長屋住宅を交流・展示・観光施設として活用

●除却事業タイプ

象

6. 空き家等の取得費（用地
費は除く）や所有者を特
定するための経費も補助
対象

7. 「活用事業タイプ」は、
空き家住宅だけでなく、
空き建築物（廃校舎や空

23

空き建築物（廃校舎や空
き庁舎等）も対象

【福井県越前町】

老朽化した空き家住宅を除却し、ポケットパークとして活用



３ 雪冷熱エネルギーの活用促進
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３－１．雪冷熱利用の必要性・効果

• 「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」において「雪氷熱利用」は新エネルギーに位置づけられており、
国が積極的に導入促進を図っている国が積極的に導入促進を図っている。

•東日本大震災後、再生可能エネルギー導入を推進する取組が広がっている。

【雪氷熱エネルギーの位置づけ】 【東日本大震災後の再生可能エネルギーに関する新聞報道】

この部分については、著作権の処理がこの部分については、著作権の処理が
未完了のため、公開できません

（備考） NEDO「新エネルギーガイドブック

2008」による。
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３－１．雪冷熱利用の必要性・効果

•雪冷熱エネルギーを利用した冷蔵については、省エネルギー効果のほか、農産物の収穫増、糖度増加、鮮度保持、
ブランド力向上等の効果も期待されているブランド力向上等の効果も期待されている。

【雪冷熱利用施設の効果等に係る新聞報道】

この部分については、著作権の処理がこの部分については、著作権の処理が
未完了のため、公開できません
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３－２．雪冷熱利用施設の整備状況

• 雪冷熱利用施設は毎年数カ所から10数カ所程度の整備実績がある。

• Ｈ22年度時点の施設数の累計は131箇所となっている。

【雪冷熱利用施設の整備件数の推移】 【雪冷熱利用の農産物貯蔵施設
（北海道沼田町）】
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（備考） 国土交通省「豪雪地帯基礎調査」等による。

【雪冷熱利用の集合住宅
（北海道美唄市）】

【雪冷熱利用の公共施設〔小学校〕（新潟県上越市）】 【雪冷熱利用の個人住宅
（新潟県十日町市）】

27（備考） 写真は全て、経済産業省「雪氷エネルギー活用事例集4」による。



３－３．国の取組状況 （１）官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業（官民連携基盤整備推進調査）

【所管】国土交通省国土政策局広域地方政策課調整室【所管】国土交通省国土政策局広域地方政策課調整室

⇒雪冷熱エネルギーの活用促進について活用可能（平成２４年度新規）
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３－３．国の取組状況 （２）再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金

事業の内容 事業イメ ジ

【所管】資源エネルギー庁新エネルギー対策課【所管】資源エネルギー庁新エネルギー対策課

○再生可能エネルギーの中でも 太陽熱やバイオマ

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的事業の概要・目的
○再生可能エネルギー熱利用の内訳
・太陽熱利用 ・バイオマス熱利用○再生可能エネルギーの中でも、太陽熱やバイオマ

ス熱等の熱利用については、給湯や冷暖房等で活用
されていますが、その導入は必ずしも進んでいると
は言えません。特に、２０２０年の再生可能エネルギーの
導入目標の達成のためにも 発電分野だけでなく 熱利

太陽熱利用
・地中熱利用
・温度差エネルギー利用

イオ 熱利用
・雪氷熱利用
・バイオマス燃料製造

導入目標の達成のためにも、発電分野だけでなく、熱利
用分野での導入拡大は非常に重要です。

○熱利用分野の大きな課題は導入コストが高いことであ
り そのコストをいかに下げるかが導入拡大に重要なり、そのコストをいかに下げるかが導入拡大に重要な
ことです。

○本事業により、例えば木質チップバイオマス熱供
給設備を地方自治体の庁舎等の公共施設へ また太

バイオマス熱利用太陽熱利用 雪氷熱利用

出典：ＮＥＤＯ新エネ
ガイドブック

出典：ＮＥＤＯ新エネ
ガイドブック

出典：ＮＥＤＯ太陽熱ＦＴ
業務報告書

給設備を地方自治体の庁舎等の公共施設へ、また太
陽熱給湯システムを民間事業者のチェーン店舗へ等、
波及効果の期待できる案件を中心に熱利用設備等の
導入に対して支援を行い、導入の拡大を図ります。

○地域再生可能エネルギー熱導入促進対策事業
【補助率１/２以内】
－地方自治体等による熱利用設備導入及び地方自治
体と連携して行う熱利用設備導入に対して補助を行

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

補助 補助（1/2・1/3）

います。

○再生可能エネルギー熱事業者支援対策事業
【補助率１/３以内】
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国 民間団体等 設置者 －民間事業者による熱利用設備導入に対して補助を
行います。



３－３．国の取組状況 （3）再生可能エネルギー熱利用加速化支援対策費補助金による導入事例

• 雪氷熱を含む新エネルギー等利用設備導入を加速化するため、地方自治体や民間事業者等による設備導入等を支援。

これまでに２１件の雪氷熱エネルギ 利用設備に対する導入補助を実施

東京航空局新千歳空港事務所・セントラルリー
シングシステム（株）＜雪山方式冷熱供給システム＞

• これまでに２１件の雪氷熱エネルギー利用設備に対する導入補助を実施。

岩の原葡萄園＜雪エネルギー棟＞
シングシステム（株）＜雪山方式冷熱供給システム＞

空港で除雪した雪を雪山として長期間保存し、空港で使用した防

除雪氷材の河川への流出を防ぐことによりＢＯＤの上昇（水質汚染）

を抑制することを第１の目的としている。ＢＯＤ低減のために築造し

岩の原葡萄園は明治２３年に日本で最初のワイン醸造所とし

て川上善兵衛翁により創業され、ワインの低温発酵、熟成のた

めに１００年前より雪の活用に取組んでいたが、近代化に伴い

雪室の利用は衰退していた た雪山を活用し、融解した冷水を需要の多い千歳空港ターミナルビ

ルへ供給して冷房の熱源とするシステムである。

所 在 地 ：北海道千歳市美々新千歳空港内
完成年度：平成21年度

雪室の利用は衰退していた。

平成１６年度に雪エネルギー棟を新たに建設し、ワイン貯蔵

庫（第二石蔵）の樽熟過程に雪氷冷熱エネルギーとして利用し、

地域の新エネルギーとして積極的に利活用し又葡萄園の環境

改善に寄与している
施設規模：貯雪ピット（L100m×W200m×H2m）

改善に寄与している。

貯雪風景

所 在 地 ：上越市北方 完成年度：平成１６年度
施設規模：雪エネルギー棟／鉄骨コンクリート造床面積１２０㎡

ワイン貯蔵庫／木造２９０㎡

ワイン貯蔵庫

雪エネルギー棟

ワイン貯蔵庫

システムのイメージ
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３－３．国の取組状況 （４）青森市浪岡駅周辺地区における雪冷熱利用施設の整備事例

• 浪岡駅周辺地区において、失われつつある地域の賑わいや市民等の多世代にわたる交流を取り戻し、誰もが利用

しやすい駅周辺の環境とするため、交通結節点の整備改善とランドマーク建設による“浪岡地区の顔づくり”を目標

に平成16年度から平成20年度までの5ヵ年で地域交流センター、まちおこしセンター（低温熟成施設）、駅前広場、

パークアンドライド駐車場などを整備 （総事業費 3,136百万円）【まちづくり交付金を活用】

【浪岡駅周辺整備方針】 【低温熟成施設の概要】

真夏の雪体験や 雪むろ・氷温技術を活用した地域ブランド真夏の雪体験や、雪むろ・氷温技術を活用した地域ブランド
の開発・研究を行うことができる施設
（雪体験室、雪むろ、完熟試験庫、開発試験室からなる）

●主な機能
①観光拠点機能・・・真夏の雪体験、修学旅行等の活用①観光拠点機能 真 雪体験、修 旅行等 活用
②お土産開発 ・・・利雪と氷温技術を駆使したお土産商品の開発
③「りんごの里なみおか」PR

・・・りんごの花の通年提供、雪国の暮らしのPR

●主な施設の用途
①雪むろ・・・512箱分（20kg/1箱）貯蔵可能な広さ①雪むろ 512箱分（20kg/1箱）貯蔵可能な広さ。

（平成22年2月は49箱、平成23年2月は65箱を貯蔵）
②完熟試験庫・・・カシス、漬物、りんごなど
③開発試験室・・・菊芋、さくらんぼ、りんごなど
④雪体験室・・・ゆきだるま、かまくらを作り、真夏の雪体験として

8月下旬まで開放

低温熟成施設

浪岡駅周辺整備イメージ 低温熟成施設（鉄骨１階造、約450㎡） 低温熟成施設（雪体験室） 低温熟成施設の利用者数

年度 利用者数

31

H22年度 3,712人

H23年度 3,352人



４ 冬期道路交通の確保
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４－１．降雪時における直轄国道の管理の考え方

• Ｈ22年度冬期の大雪を踏まえて、直轄国道の管理については、これまではできるだけ通行止め措置によらないよう

に交通の確保を図ってきたが 今後は 異常な降雪時において大型車の立ち往生等が発生した場合には 引き続に交通の確保を図ってきたが、今後は、異常な降雪時において大型車の立ち往生等が発生した場合には、引き続
き流入する交通による著しい渋滞を防ぐため、警察と連携の上、早い段階で通行止め措置を行い、除雪作業を集
中的に実施することで、迅速に交通を確保することとした。

• 上記の考え方について、Ｈ23.2.25に国土交通省道路局国道・防災課長より関係機関に通知がなされた。

【降雪時における直轄国道の管理について】

○ 平成２２年１２月から平成２３年１月にかけて、異常な降雪により福島県内の国道４９号、鳥取県

内の国道 号及び福井県内の国道 号において 長時間にわたり多数の車両が道路上に滞留す内の国道９号及び福井県内の国道８号において、長時間にわたり多数の車両が道路上に滞留す
る状況が発生した。

○ これまでも、冬期の道路交通の確保にあたっては、様々な取り組みを実施してきましたが、このた
び、国土交通省と警察庁は、連携を図り、次の取り組みを実施することとした。び、国土交通省と警察庁は、連携を図り、次の取り組みを実施する ととした。

（１）異常な降雪等において大型車の立ち往生等が発生した場合、引き続き流入する交通による
著しい渋滞を防ぐため、早い段階で通行止め措置を行い、除雪作業を集中的に実施すること
で迅速な交通の確保に努めるで迅速な交通の確保に努める。

（２）降雪時には、道路交通情報の提供等を行った上で、現地での車両の確認措置を含むタイヤ
チェーン装着規制等の実施に努める。チ ン装着規制等の実施 努める。

（３）直轄国道と高速自動車国道等が並行する区間においては、都道府県警察、各道路管理者が
通行止めの措置に関する情報の共有に努め、必要に応じて通行止めの区間やタイミング等
について調整を図る
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（備考） 国土交通省報道発表資料に基づき加工した。

について調整を図る。



４－２．国の取組状況 関係機関との連携強化

【北海道開発局における平成２３年度冬期の除雪に向けた関係機関連携の取組】

34（備考）北海道開発局「今冬の除雪について（Ｈ23.10.26）」より引用。


